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東日本大震災・福島第一原発
事故における自治労復興支援、
自治労福島県本部の取り組み

自治労福島県本部 鈴木 茂

東日本大震災発生、大津波の到来
2011年３月11日 14時４6分 東日本大震災発生
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押し寄せる大津波
次々起きる大災害

・藤沼ダム決壊

須賀川市にある農業用水ダム

「藤沼湖」が決壊。死者7名、

行方不明者１名、全壊家屋19

棟、床上床下浸水55棟。

・その他、各地で土砂崩れや火

災が発生。

被害の状況

〇沿岸部
・海に面する「浜通り」では、
地震による被害だけではなく、
巨大な津波による被害と、河
川を遡上した津波による広範
囲な浸水被害による「複合災
害」をもたらした。

・津波によりガスボンベ等が損傷
したことによる火災も発生、被
害はさらに拡大。
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〇内陸部

・福島県の真ん中を縦に貫

く「中通り」においても

大きな被害が発生。

・災害対応の庁舎が大きく

損壊した自治体も見られた。

川俣町職労提供

須賀川市職労提供

〇人的被害

【住家】

〇住家・非住家被害

【非住家】※１ 直接的な被害（上記人数）の他、震災関連
死（避難生活での体調変化や過労など、間接的
な原因での死亡）は2,331人。

※２ 明確に死亡が確認できる遺体が見つかって
おらず、死亡届等も出ていない人数。
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原発事故の概要

• 震災発生時、東京電力福島第
一原子力発電所（以後「第一
原発」）は１～３号機が運転
中で、震度６強を感知し原子
炉は緊急停止

• 外部電源を喪失したものの非
常用ディーゼル発電機などで
炉心を冷却

• 15時37分ごろ、地震によって
発生した高さ13メートルを超
える巨大津波が第一原発を直
撃

• 原子炉への注水・冷却機能を
喪失

• 原子炉内の水が枯渇、空焚き
状態に

• 核燃料は自らの熱で溶けだし、
炉心溶融（メルトダウン）に

• ３月12日１号機が水素爆発

• ３月15日までに３号機、４
号機も水素爆発

• ２号機は水素爆発を免れたも
のの、最も多くの放射性物質
が放出される

1986年チェルノブイリ
原子力発電所事故以来、
２例目となる国際原子力
事象評価尺度（INES）
において最上位のレベル
７（深刻な事故）に分類
される最も深刻な原子力
事故



2023/3/6

5

• 事故前「多重の安全設備が確実に
機能して、原子炉の停止・冷却・
放射性物質の放出防止が図られ
る」との説明

• 想定の6.1メートルをはるかに超
える最高水位１3メートルの巨大
津波の襲来による浸水によって、
非常用電源設備も機能を喪失

全電源喪失

メルトダウン→水素爆発→放射性
物質が拡散

さまよう住民、翻弄された自治体

2011年3月11日

・19:03 政府、第一原発に緊急

事態宣言発出

・20:50 県、第一原発に２㎞圏

避難指示発出

・21:23 政府、第一原発に３㎞

圏避難指示発出

同じく10㎞圏屋内退避指示

発出

避難指示は拡大

多くの自治体が自治体機
能丸ごとの集団避難を余
儀なくされる
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各自治体の集団避難の状況（地図）
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疲弊する自治体職員
【避難自治体】

・役場機能含め、全住民が避難

を余儀なくされる。

・先行きの見えない住民の不安

や不満の矛先が自治体職員に

・自身も避難者でありながら、

災害対応に忙殺され、早期退

職やメンタル疾患による休職

が相次ぐ

避難先での対応に追われる職員
（富岡町・郡山市ビッグパレットふくしまにて）

朝から窓口に殺到する住民
（浪江町・二本松市東和支所にて）

自治労復興支援の取り組み

2011年3月12日

自治労本部災害対策本部、自
治労福島県本部災害対策本部
設置

⇒自治労本部、「組合員一人

当たり１，０００円」のカ

ンパの取り組みや被災県本

部への支援物資提供と人的

支援を決定

2011年4月7日

自治労本部・徳永秀昭委員長
（当時）より佐藤雄平知事
（当時）に福島県への義援金
として１億円を手交
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全国の仲間が福島に集結

自治労本部「支援活動計画」

・対象 福島・宮城・岩手の３県本部で人的支援

・期間 2011年4月10日～6月5日まで

※その後、福島県本部は7月10日まで延長

自治労福島県本部「人的支援を受け入れるにあたっての方針」

・刻々と変化する情勢と住民ニーズの進化を的確に把握

・自治労だからこそできる支援を行う

【支援要請自治体と支援内容】

自治体名 具体的支援内容 支援開始日

福 島 市 福島市及び浜通り管内からの避難者の避難所業務 4月10日～

相 馬 市 避難所業務、看護チームによる避難所訪問 4月10日～

南相馬市 避難所業務、出張所・避難所巡回補助 5月1日～

新 地 町 避難所業務、遺失物整理業務 4月10日～

浪 江 町 避難所業務、義援金等事務補助、物資集積所業務 4月17日～

大 熊 町 役場コールセンター補助、物資集積所業務 4月24日～

楢 葉 町 避難所業務、物資集積所業務 4月24日～

〇延長分（2011年6月5日～7月10日）

自治体名 具体的支援内容

南相馬市 避難所業務、出張所・避難所巡回補助

浪 江 町 避難所業務、義援金等事務補助、物資集積所業務、遺失物整理業務
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避難所運営業務

自治体職員とともに避難所の運営に関する業務全般を行う。朝から翌朝までの24時間交代

制で、避難所によっては炊き出しの調理業務まで行った。

パルセいいざか（福島市） 梁川体育館（伊達市）

遺失物整理業務

運び込まれるアルバム写真や位牌等の整理を支援。分類・整理（データ化）の作業を行った。

旧針道小学校（二本松市） 思い出倉庫（新地町）
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避難所撤収、物資搬送補助、物資集積所業務

避難所の閉鎖に伴う撤収業務を支援。また、物資集積所の整理や避難所間の物資の搬送、仮

設住宅設置に伴う物資の搬送を支援した。

大熊町の避難所で用いた布団片付け 浪江町の救援物整理

コールセンター支援業務

避難者が現在どこにいるのかを架電し、安否・所在を確認する作業を支援した。

大熊町役場会津若松出張所におけるコールセンター業務
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義援金及び仮設・借り上げ住宅申請受付、罹災証明発行業務

福島市役所内に設置された南相馬市サテライト事務所における窓口業務、避難所を巡回して

の義援金や借上げ住宅申請の受付など、自治体職員の強みを活かし、一歩踏み込んだ支援も
行った。相馬市役所では罹災証明の発行、二本松市に避難した浪江町の臨時役場では特例住宅
のデータ処理等の業務にも携わった。

福島市役所に設置された南相馬市出張所での窓口業務を支援

医療支援業務

看護師等の専門職が支援に入っている医師に同行して、避難所の避難者に対し保健・看護業

務を行った。

医療支援班のミーテイング
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自治労の仲間による物心両面からの支援

〇自治労本部・共済本部からの見舞金・義援金

累計 68,550,000円

〇各地連、県本部、単組からの見舞金・義援金

累計 12,178,351円

〇自治労復興支援ボランティアの参加者

新潟、群馬、栃木、茨城、埼玉、東京、千葉、神奈川、山梨

静岡、長野、愛知、岐阜、三重の１４都県本部

累計 829人 延べ5,803人

〇支援物資

自治労本部・補助機関・各県本部等から各種物資等の支援

被災地の復興状況
被災自治体の復旧・復興

復旧の状況
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避難指示区域等の再編と解除の変遷(福島県HPより引用）

計画的避難区域
事故後1年間の被ばく線量の合計（積算線量）が20ミ
リシーベルトになりそうな区域のうち、第1原発から
20km圏外の区域

緊急時避難準備区域
第1原発から20～30km圏内、緊急時に屋内退避か避
難してもらう区域

警戒区域
第1原発から20km圏内は原則立入禁止

2011年4月22日現在

特定避難勧奨地点
“警戒区域” や“計画的避難区域”以外でも、風向きや地
形によって、事故後1年間の積算線量が20ミリシーベル
ト以上になると予想された地域（ホットスポット）も
あって、そのような区域は“特定避難勧奨地点”として、
国が避難を促した。（2014年12月28日に全て解除）

その後、原子炉の状況や放射線量の調査結果から安全
を確認して、住民の生活環境の復旧目途（復旧計画）
が決められたので、“緊急時避難準備区域”は解除され
た。（平 成23年9月30日）

避難区域の状況（2011年9月30日時点）
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原子炉が冷却停止状態であることがわかると、住民の帰
還に向けた環境整備と、地域の復興再生を進めるため、
“警戒区域” と“計画的避難区域”の一部を年間積算線量の
状況に応じて、 更に3つの区域に見直し。（2014年4月1
日）

避難指示解除準備区域
年間積算線量が20ミリシーベルト以下になることが確
実と確認された区域。住民の方が帰れる準備をするた
め、区域の中への立入りが柔軟に認められるようにな
り、住民の一時帰宅（宿泊は禁止）や病院・福祉施設、
店舗等の一部の事業や営農が再開できるようになった。

居住制限区域
年間積算線量が20ミリシーベルトを超えるおそれが
あって、引き続き避難の継続が求められる地域。一方
で住民の一時帰宅や、道路などの復旧のための立入り
ができるようになった。

帰還困難区域
年間積算量が50ミリシーベルトを超えて、5年間たっ
ても年間積算線量が20ミリシーベルトを下回らないお

それがある区域。
避難区域の状況(平成24年4月1日時点)

避難指示区域の見直しにより、かつての“警戒区域”
や“計画的避難区域”は、全て1“避難指示解除準備区
域”、2“居住制限区域”、3“帰還困難区域”のいずれか
に見直された。

その後、田村市の都路地区、川内村、楢葉町、葛尾
村(一部地域を除く)、南相馬市(一部地域を除く)、
川俣町の山木屋地区、飯舘村(一部地域を除く)、浪
江町(一部地域を除く)、富岡町(一部地域を除く)、
大熊町（一部地域を除く）、そして双葉町（一部地
域を除く）の避難指示解除が行われ、徐々に住民が
帰還できる区域は増加。

※特定復興再生拠点
福島復興再生特別措置法（2017.5）により、帰還
困難域内に、避難指示を解除し、居住を可能とす
る区域を定めることが可能となったことにより、
設定されたもの。 (2022年8月30日時点）
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復興に向けての足跡

進みゆく人口減少（福島県・避難自治体）
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▲1,389

役場機能の移転経過
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大熊町役場新庁舎
提供：大熊町

自治労福島県本部の取り組み（復興に向けて）
各方面への要望活動

2011年５月19日、原子力災害対策本部、厚生労働省、総務
省への要請 行動で本部に同行。福山哲郎官房 副長官（当
時）や厚生労働省では、小林正夫 政務官（当時）が対応。そ
の後も、復興のステージに応じて発生する新たな課題の解決
について、自治労本部を通じ要望を続けている。

メンタルヘルス対策の取り組み

福島県内では東日本大震災・原発事故発 災直後から、被災自治体をはじめとする自治体で心身の不
調をきたし、長期病気休暇 や早期退職に追い込まれる職員が増加。

本部に協力を仰ぎながら各種メンタルヘルス対策を展開
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・冊子「災害対応職員 1000時間後のあなたへ 現実への帰還のために」（自治労本部作成）
の配布

・自治労本部「災害支援活動前後のチェックリスト」結果分析（自治労復興支援活動者対象）
⇒ 支援活動参加者への配慮などに活用

・被災3県に対し「こころの相談室」を設置し、不調を訴える職員のカウンセリングを実施
・医療・健康相談会を開催（自治労顧問委を派遣）
・無料のフリーダイヤル「自治労ホットダイヤル」設置

〇実施したメンタルヘルス対策

〇メンタルヘルス講座・リフレッシュ事業

2012年～2015年にかけて福島県内で計8回
参加者総数 1,128名

リフレッシュ事業の一例

メンタル疾患による休職者や早期退職者などの調査

自治労福島県本部は、2011年から県内単組のメンタル疾患による休職者や早期退職者などの調査に
取り組み、これら実態をデータ化し、県や自治労本部を通じ政府要請を行ってきた。また、首長や
県も一体となり、行政支援者受け入れなどを進め、労働環境改善に取り組んできた。
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風評被害払拭に向けた福島県産品の物販

原発事故で被災・避難した自治体の職員の生活環境や意識などを明らかにする目的で実施。結果をもと
に被災者の生活再建と復興の改善を求める。

2016年 第一次調査
2017年11月 第二次調査 ※（公財）地方自治総合研究所

の協力のもと実施

被災自治体職員アンケート調査の実施

各県本部・各単組の協力をいただき福島県産品の物販を実施。

講演会・学習会による報告

各県本部・各単組等からの要請を受け、全国各地で講演会や
学習会にの中で、発災当時の状況や現状を報告。
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・自分が被災者であっても業務に従事しなければならない自治体

職員としての使命

・労働安全衛生さえ軽視される過酷な状況

・やり場のない住民の怒りの矛先が向けられることも

・先行きの見えない復旧・復興業務で疲弊していく職員

大規模災害を通して気づいた
労働組合の社会的役割

〇大規模災害時に自治体職員が直面する過酷な状況

〇被災自治体の復興と自治体職員を支える労働組合の役割

・疲弊する職員の支援を通じ早期の復旧・復興を目指す

・軽視されがちな労働安全衛生にも一定の歯止めは必要

・自治労のスケールメリットを活かした応援の可能性

・労働組合として課題の掘り起こしと社会への情報発信、課題解

決に向けた取り組みの推進

～結びに～

東日本大震災・福島第一原発事故の際には、全国の自治労の仲間
の皆様に大変お世話になりました。その後も、心を寄せていただ
きありがとうございます。この機会に、自治労福島県本部を代表
し改めて感謝を申し上げながら、学習会を閉じてまいります。


